
独立行政法人の概要 (その 1)

法人海上災害防止センター

■|:|■ ||三

替|^警署
・船舶海難等により流出した油等の防除措置の実施
・船舶乗組員等を対象とする海上防災のための訓練の実施

沿革 昭51.10認可法人海上災害防止センター → 平15.10独立行政法人海上災害防止センター

事
業
φ

概
要

事業名 ‐概要

防災措置業務 Ⅷ霧薦難鱗醐翻覇
した壻言`

葬行 ら ^

機材業務
オイルフエンス、油処理剤等の油防除資材、油回収装置等の機機器具及び消防船等を保有

し、契約に基づき船舶所

有者等に供与する。

訓練業務 体冨模薯
｀
(譜脇議製警辱警発菫瞥ヒ発暮

場を保有し、タンカー等の乗組員、エネルギー関連施設の安全担当者、自治

各種講習及び実働訓練を行う。

調査研究業務
油等の海上への排出や海上火災が発生した場合の措置に必要な機機器具及び油防除資機材の開発のほか、

これらを

使用した防除技術の調査・研究を行う。
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年度 | 平成19年度 |(当初) 平成20年度 |(当初) 平成21年度 (当初 ) 平成22年度 |.(政府案)

|うち運営費交付金7● |
|う ち施設整備費補助金 i

|うちそめ他め補助金等|

|うち運営費交付金■|:■

|うち施設整備費補助金 |

1うちその他の補助金等|
111計 |

支出予算額の推移 1(百万円) 1,888 2,964 3,051 3,084
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独立行政法人の概要 (その 2)

NO.|1911所 管1国交省 人 独立行政法人海■災 センター

○事務・事業の構造等 (平成21年度 )

0国からの財政支出のうち特別会計からの支出の状況 (特別会計別内訳 )

く平成21年度予算合計〉
(金額 :百万円)

:百万 円 )

事
務
●
．事
業
の
構
造
等
＾
平
成
０
１‐‐‐‐‐一■
度
）

事務 |‐事業名 1巽暉醸真:
「1姜島鼻轟||
ド千Ⅲ21年■,針 )

F'lT11単島| 1度合計)
特定関連会社1`

■|||||■ |て|麟耀覇
l内訳■|(名称) (額 ) 法人名 額

防災措置業務

1.海上保安庁長官の指示によ
り排出油等の防除のための措置

を実施。
(海洋汚染等及び海上災害の防
止に関する法律第42条の26)

2.船舶所有者その他の委託に
より、排出油等の防除、消防船
による消火延焼の防止その他海
上防災のための措置を実施。

含81

饉営費交付金

国

費

権設整備補助金

(受離・ 手数料収

入等 )
882

機材業務
海上防災のための船舶、機材器

具及び資材を保有し、船舶所有

者等の申込みに応じ供与。

1347

1347

運営費交付金

国

費

施設整備補助金

00費 補助金

00委 託費

(受託・ 手数料収

入等 )

訓練業務
受講希望者の申し込みに応 じ、
各種講習及び実働訓練を実施。

|

運営費交付金

目

費

施設整備補助金

(受離・ 手数料収

入等 )

調査研究業務
中期目標等で調査研究の目標を
定めて実施。

307

合ロ

口

貴

施設整備補助金

00■補助金

(受籠・ 手数料収

入等 )
307

合計
|■●00特別会計|■||● |■00特別会計||■||||IQQ壁型金壁三二

時別会計 |■ ||■||■■ |■1法人合計

|

|

l
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事業番号 A-8-(1)

||‐ ■ ‐ ~ 施策■事業シ=卜:は姜
"萌

■
'‐摯

=行
撃ホ本■ 海上災害防止センター 事業名 防災措置業務

担当岩人

"組

織名 防災部 事業目始年嵐 平成15年度

一郵
一
．凛
一

・局
一

一省一府
一

・当
¨
担
一

海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

臨 1錯鼈 海洋汚彙防止法第42彙の25第 1号、第2号
目係する通
知t計目等

||■ 111il

実施方法

■直接実施

口業務委託等 (委託先等 : )

口補助金 〔直接・間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )□その他 ( )

事
業
′
＝
魔
概
要

・ 目 的
.

(何のために)

大規模な油あ読出等、個々の
[羅菫了「賛雰笙露賛念聾ま金悪電鰐屋お藻巌[異写函[讐

=目

島Lその防除等の措置を実施すること

する。               _

農,縫轟6 由等を排出させた船舶及びその所有者等

|ゼ霊野
^

1.海上保安庁長官の指示により、排出された油や有害液体物質 (HNS)の防除のための措置
を実施。 (海洋汚染防止法第42条の26)

2.T管
露更蓬轟8携2季雰[嘉埜湯賛お鬼告お繕基宮莫籍「

物質(HNS)の防除、消防船に

注
璃冨藉植峰晨、増じ

'L8璧

駿2t箸整備警垢E増あF｀
国際条神の発効に伴う平成19年の規

|1体|
本部 防災部 7人
(事前契約している作業実施事業者 全国160事業者)

平成21年度予算額

財

〓

国
費
等

（
Ａ
）

運営費交付金 百万円

1事業費
コ
■ 百万円

施設整備費補助金 0 百万円

OO補助金 百万円

○○委託費 百万円

■
ス
一ト |||^十1

124 百万円
その他 (     ) 0 百万円

自己収入 (受託収入等) 百万円

百万円

その他 (基金利患収入等) 百万円

計 (B) 百万円

国費等依存率 (A/B) %

年  度 総 額 備考 (契約の実績等)

H19(決算額) :彗量お」省襲約00"朧雷:妻属肩露受尋望
H20(決算額 )

意
争

遭

瞳 謗」:塁約輛L朧譜苦姜雲暮爵受暮緊,T
H21(予算 ) 露量雰」醤襲約(8鶴)朧露繊妻属幕露受尋

発8対 5美和η

H22(予算)

受託経費 499百万円、人件費 123百万円、次期への繰越金 256百万円

【活動指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

防災措置業務実施件数 件数 1

HNS業務契約件数 件数 2,180 2,144

|||||| %
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事業番号 A-8… (1)

施策ご事業シ■ト
ー
|(義姜説萌■)

独立行政法人名 海上災害防止センター 事業名 防災措置業務

担当法人間組綸名 防災部 事業開始年目 平成15年度

揮当府■1量‐1辟寧争 海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

二i品お
||■■筆■

船舶等から海上への油の流出等は、本来、その原因者において防除等の措置を行う責務があるが、
大規模な流出に至った場合等には、個々の原因者では対応が困難である一方、その影響は広範囲に及
び、環境・安全・経済にも甚肉な影響を及ぼすこととなる。このため、センターが原因者等に代わっ
て油防除等の措置を行う本事築が設けられたものであり、大規模海上災害の防止に必須のものとなつ
ている。

Lの主体 (目 :自治体1儀独法:晨
|‐ |口等)による鋼儡事彙 |‐ ||

なし。
ただし、小規模の油流出等に地域的に対応する民間事業者は、各地域に存在。

彎?蕎尊,1冒あ星義聯 :デ晶熟襦翻麟鐵普♂躊挿闘闘鐵饗蟹翻【センターに指示して油の防除を実施

1驚「

91昌鷲:認 :署嚢潔早な軍聟習賃彎覗尾あ薬騒

"賃

ぢ習」と関する事項
(1)海上防災措置業務
・①海上防災措置業務の適時・適確な実施
海上保安庁長官の指示図は船舶所有者その他の者からの委託による排出油等の防除措置を
適時・適確に実施する。
②HNS防除体制の充実強
HNSの防除措置 るため、契約防災措置実施者に対する研修等を実施し、

より、防除体制を強化する。HNS防 除能力の向上
NS防除に関する資機材・ノウハウ等を有効活用し、我が国のまた、センタ

防災体制の一層の向上を

中期計目に
おける記載

|111サ||||

9雷昌鷲:欝]早嚢震字:季型習賃彎覗足あ翼馨

"賃

ぢ調聾2関する目標を達成するためにとる
べき措置
(1)海上防災措置業務
①海圭堕曇婆澤糞警8籍寧島穣露爺需著者その他の者からの委託による排出油等の防除措置を
適時・適確に実施する。 |
②HNミ
曹湾需認繕護罷秀当向上させ、防除体制の強化を図るため、毎年度、契約防災措置実

施者に対して「有害物質コース」 (国際海事機関カリキュラムに準拠)を主体とした研修を実施

瞥::誉 i署鸞:[爆置]撃I''貨 5馨[鰍[httP黎暴昌ゐ品食課為あ
二百ガ呂生1で

①海上
海上保安庁長官の指示
適時・適確に実施する。
②HNS防除体制の充実強

他の者からの委託による排出油等の防除措置を

ア 契約防災措置実施者に
イ HNS防除責機材の整

する訓練

ビス提供ウ HNS防 除に関する
工 石油コンビナー ト地区 る防災業務に関する取組みの推進

【成果指標名】/ 年度実績・評価    1単位 I H19年度 I H20年度 1 由21年度

防災措置業務の件数 (1、 2号業務)     1件数 1   1   1   2   1   4
(自

嚇躙 繋鰤 警書による報卸

裾ホ麟薯薯奪お絶源雲ぶ暫誠雲毬(2号業務) 奔『
なし

(畢
轟読麗底』理還滅滅習響踏璽詠実施 4点
理由 :翼

鯉暫[F等
からの委託に基づき、 2件の事故に出動し、排出油等防除措置を適確に

(政策評価・独立行政法人評価委員会)指摘なし。

類似事業については、公団 (海洋環境管理公団)が実施。
英国、米国、ノルウエー等多くの国で、国から独立した機関が実施。

国
他の

韓
そ

O独立行政法人等整理合理化計画 (平成19年 12月 24日閣議決定)
以下の3点の枠組みを維持した上で、独立行政法人の業務としては廃止し、法令に基づき特定の業
務を行うものとして国により指定された公益法人の業務として実施する方向で検討し、次期中期目標
期間中に、必要な措置を講ずる。
①緊急時における海上保安庁長官の指示等に基づく確実な排出油等の防除措置の実施
②上記①に要した費用のうち、事故船舶所有者等から徴収できない分についての国費による
補てん
③防災基金への国の関与
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事業番号A-8-(21

二2
独立行政法人名 海上災害防止センター 事業名 機材業務

担当法人内組織名 機材部、防災部 事彙開始年■ 平成15年度

埠当

"省

|‐■|‐琴キ争 海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

1機鵬 海洋汚染防止法第42条の25第3号
目係する通
知、計画等

実施方法

■直接実施

□業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接・間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )□その他 ( )

事
業
′
劇
産
概
要

1目 的
‐

(何のために) こ奮走留脊?矢お呈幕霊懸営霧釜憩健財塵ぢ鷺最催要琴:言督宮旨`
これらを船舶所有者に供与する
1的とする。

‐
対 1彙 |

翻ν何を対象に)
油タンカー、LNG船等の船舶及びその所有者

欄 |
海上防災のための船舶、機材器具及び資材を有し、船舶所有者等の申込み

に応じ供与。

実施体制 本部 機材部4人、防災都1人

平成21年度予算額

財
源
一

国
費
等

（
Ａ
）

運営費交付金 百万円

事業費
|■||● |= ‐

1,214 百万円

施設整備費補助金 0 百万円

OO補助金 0 百万円

00委託費 百万円

コ‐‐‐‐‐〓^
一一一一

|11■ |

■|■ ||「 |■● :■ |

||^仕事| 109 百万円
その他 (     ) 百万円

自己収入 (受託収入等) 1,298 百万円

1,323 百万円

その他 (基金利息収入等) 百万円

計 (B) 1,347 百万円

国費等依存率 (A/B) %

基一Ｊ

年 度 総 額 備考 (契約の実績等 )

H19(決算働 1,281 豊撃種B」督翼約(521) 爆署漂爵笑
貫管管理契約等
F

H20(決算額 ) 1,382 雷摯量雰」誉L約 0"織質護
H21(予算 ) 1,323 m  ("め 盤鰐凛婁模霧a警に
H22(予算) :,316

受託経費 532百万円、人件費 107百万円、民間借入金償還金等 14百万円

次期べの繰越金 663百万円

【活動指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

油防除資機材等備付証明書発行数 件数 2,149 2,208 1,345

危険物積載船航路警戒、荷役警戒数 件数 2,053 2,063

予算執行率
%



事業番号A-8二 (2)

施策1事業シ■卜|(義姜観萌■
'独立行政法人名 海上災害防止センタ= 事集名 機材業務

爆当■本申年■争 機材部、防災部 事業開始年饉 平成15年度

担当府省 1局 |‐課豊名 海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

:■ 1111■■■|'■ |

11毅響?
船舶は広範囲に移動するものであるため、防除に必要な資機材の備付けについても、それぞれの船

舶所有者が個々に行うのではなく、共同で各地域に配備することが合理的な場合が多い。このため、

本事業が実施されているものであり、海上災害の防止には必須のものである。.

他の主体 く目t自治体1極魯法t属
■ |‐ 同等)による颯似事業‐ | 漱路湾鼈 翡 装

｀
ど吉彗業者あり。

Ⅲ鳴島
`讐

:霊1濃勢彗|デ

塞響量糧:

0第二期中期目標 (期間 :平成20年 4月 1日～平成23年3月 31日 )

3.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
(2)[:菫

撃勇星昌雀a長に窪島子香1島5播覆1象季雪F適
合する配備体制を維持するととも

:琴:軍尋

0第二期中期計画 (期間 :平成20年 4月 1日～平成23年3月 31日 )

2.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

"す

るためにとる
べき措置
(2)II意

[「管競督通寿日星呈茉彗纏塁ビ連日弩警署雷」ナ冒墓足言指t、9彗撃甚千旨雰綿象
を行う。

ニユF雷革尋

2.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる
べき措置

(2)機材業務
①

[言[:l言[:]言::ili:[言 i言言:[li言 [::i:‖ :を
『
][IItti量

②資
排18辞晨製籍を管理している33基地において搬出訓練を、油回収装置を管理運用してい
る10基地において運用訓練を行う。

|1岬||
【成果指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

籠機材等の運用コ‖凛 (質磯覆塁祀36、 潤日収
腱置基地10)の回数 回 43 43

(自 己評価/平成20年度業務実績報告書による報告)平
露言言量塁塁言昴曇」爺重電藉警慣宰異轟憲把lた。

(国土交通省評価委員会評価結果)

(ぽ繁留鴇P電星馴寧しご賢諄価委員ω指摘なし。
国
他の

韓
そ
類似事業については、公団 〈海洋環境管理公団)力く実施。
英国、米国、ノルウエー等多くの国で、国から独立した機関が実施。

●

|

:嘗15:言念7重詈:言IL塁」「11重fi曽量量讐窓:笙耗与管券嵩そ凄書[言夏嘉言覇曾装期
§塁重ЬЁ重[[言脅署言:卜曇a想霜需薯著墓ふ管番積嗜讐濃ま雰腔踏模署8香装による
補てん
③防災基金への国の関与

8



，
創
工

Ю
せ
∞
．
▼

∞
Ｏ
∞
（
▼

〇
∞
工

∞
Ｏ
∞
．倒

∞
ｏ
Ｏ
Ｎ

０

千
工

Ｏ
寸
▼
Ｎ

Ｏ
Ю
Ｏ

∞^

倒
冊
覇
曇
轟
輩

雖
理
翻
胆

轟
Ｌ
漱
口
罫
開
摯
撃
帥
尊
轟
賦
堡
盤
興

覇
矮
鞠
駆
恒

′祭
湘
留
垣
程
静
椰
尽
堅
製

颯
器
脚
回
理
ｅ
帥
日
埋

ｅ
襲
口
ｂ
燃
ｘ
深
Ю
％
旦
墾
塗
興
里
０
目
幽
型
ｅ
Ｓ
製
ｃ
螢
盤

Ｃ
帥
興
ヨ
養

′９
％
里
瀾
Ⅲ
ｅ

（炒
細
枢
胚
理
霞
）
細
図
Щ
　
Ｏ

颯
Ⅸ
却
廻
製
Ｃ
ｅ

製
ｃ
螢
埋
ｅ
帥
興
ヨ
体

′９
“
旦
臓
製
ｅ
側
暉
Ｌ
側
雌
＝
漿
　
ｏ

鴻
器
国
製
沢
盤

Λ
墨

磯

翻

迎

翻

ν

（擬
冊
韓
導
）臨
馨
擬
器
Ｃ
Ｉ
も
ハ
や
「
盤
仰
翼
月
使

く
褻
督
Ｌ
倒
選

9

「側
製
“
樋
」
ｅ
，
ス
興
ヨ
ｘ

【獣
曇
押
凛
出
獣
“
桑
椰
颯
喘
】
　

　

　

颯
Ⅸ
却
緊
器
祭
鞠
Ｃ
帥
Ｉ
Ｒ
ハ
ヽ
興

饉
Ю
い
９
く
ヨ
世
超
製

′Ｄ
担
墜
脚
洲
劇
墾
埋
興

′）
二
紀
国
製
価
Ⅸ

Ｏ

晰

翻

珂

測

国

堀

図

当

樹

（ヨ
瑚
ｏ
ｏ
□
佃
）
筆
蘊
饉
Ｂ
興

（ヨ
潮
０
▼
□
佃
）
出
蝋
堅
回
興

坤
ぶ
Ш
也
爬
辮

‘抵
鉾
英
尊
型
日
↑

【酬
曇
や
事
出
獣
“
条
椰
尋
賦
】
　
　
　
　
　
呻
基
旦
帥
靱
仰
卜
霙
墾
榊
い
瑚

旦
星
酬

′Ｄ
鰹
聞
里
ョ
巾
□
鋼
や
熔
緊
賦
製
嶼
Ｃ
帥
釈
国
製
興

′К

ハ
Ｈ
ヽ
ミ
や
ヽ
Ю
二
ν
ヾ
Ｑ
む
摯
総
椰
晏
機
製
旦
Ｉ
Ｒ
ハ
ヽ
ｅ
製
ｌ

ｏ

比 |



口
輝
轟
回
颯

（裕
器
韓
導
）臨
馨
機
器
ｅ
ｌ
も
ハ
や
「
盤
仰
翼
引
使

く
預
督
Ｌ
倒
選

（腟
択
ｏ
ｏ
回
畑
）製
増
ｔ
黎
窯
鋼
饉
遇
颯

10

Li



事業番号A-8-(3)

施策1事業シニト(義姜説明■
'独立行政法人名 海上災害防止センター 事集名 訓練業務

1担当法人内組織名 防災訓練所 事彙■始年度 平成15年度

揮当庁■|■1甲車争 海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

鵠 縞 |
海洋汚染防止法第42条の25第4号

関係する通
知二「計目等

実施方法

■直接実施

□業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接・間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )口その他 ( )

事
業
′
劇
産
概
要

目 的
(何のために)

海上防災のための措置に関する311練を行うことにより、人の生命及び身体並びに財産の保護に資す

ることを目的とする。

対 彙
(誰/何を対象に)

油タンカー等の乗組員及び石油コンビナー ト等の石油・石化企業の自衛防災担当者等

|ギ電野| 受講希望者の申込みに応じ、各種講習及び実働訓練を実施。

実施体制 本部 防災訓練所 8人

平成21年度予算額
国
費
等

（
Ａ

運営費交付金 百万円

事業費 百万円

施設整備費補助金 百万円

OO補助金 百万円

OO委託費 0 百万円

コ
ス
一■
■■ヽ 薫 百万円

その他 (     ) 0 百万円

自己収入 (受託収入等 ) 百万円

百万円

その他 (基金利息収入等) 百万円

計 (B) 百万円

国費等依存率 (A/B) 0 %

年  度 総 額 備考 (契約の実績等)

H19(決算額) 527 躍彗量雰」誉L約 (921) 罪翼臀薔属翌書罵癸写
H20(決算額) 鰈 約い1)議題器見翼冒墨癸墨
H21(実績 ) 507 露量雰」I襲約

“
6り 獅題澤g冒習8

H22(予算 )

受託経費 133百万円、人件費 98百万円、次期への繰越金 300百万円

【活動指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

訓練受講生数 人 1,945 2153 2,168

韓 齢 | %



事業番号A-8-(3)

施策Ⅲ事業シ■ ドて機姜餞萌春)

独立行政法人名 海上災害防止センター 事事■‐‐ 訓練業務

担当法人内組織名 防災訓練所 事集開始年度 平成15年度

担当府省 1局 1課
=名

海上保安庁 環境防災課 作事
=年
質 環境防災課長 河村俊信

事灘 ?
油等の流出事故や海上火災に対応するためには、実際の防除活動や船舶における応急消火活動にあ
たる乗組員、職員の教育訓練が重要であるが、単なる座学に留まらない実習のための訓練施設や特殊
な知識・技能を要するため、個々の事業者では対応が困難である。このため、本事業が実施されてい

るものであり、海上災害の防止には必須のものとなつている。

Lあ主体|“:首薔体:植羞螢:良
―■口等)|による燿儡事颯

なし。
ただし、座学のみによる消防講習を行う機関はあり。

に0主体 |く目t自治体
=‐

他油法、民‐■同寺ンとの菫鶴
`‐

役自分担

中期目標に
おける

“

載

0第二期中期目標 (平成20年 4月 1日 ～平成23年3月 31日 )
3.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
(3)海上防災訓練業務
①訓
奮3臨 員の訓練、資格証明及び当直維持の基準に関する国際条約」に基づく船員法の

法定訓練に重点を置き、年間の訓練計画を策定し、実施する。
②訓
箭蒸袈亨2僣臭晃する試験結果を踏まえ:一定基準に満たない者に対して補習等を行うこ
とにより、日‖練参加者の能力向上を図る。

中期計画に
おける配摯

9雷昌贅Ettl軍誕棋手習軍
=議
員辱孟羅3彙霧習蜃謝向上に関する目標を達成するためにとる

べき措置
(3)海上防災訓練業務①
]:i麒腱   鍾靱 ]雖
し、実施する。
②
]予菫倦Fまま菫晏ま,著警黒露謝曇だ島8辱楼義喜奪:

二お露岬

2.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる
べき措置
(3)海上防災訓練業務

②
IF警磐「ζ董菫曇ま,著警案番認磐だ品8尋な轟喜牟:暮ユ:雀劣お嵩菫讐薔管F実ゃ

す

1螂キ|
【成果指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

311練コース (標準コース、消防実習コース)の数 1件数 1   20

上記訓練コース受講生の試験の平均点 点

||1鰤||
(自 己評価/平成20年度業務実績報告書にょる報告)
平成20年度における取り組み
標準コース11回、消防実習コース8回をそれぞれ実施し、受講者に対し油・液化ガス・液
体化学薬品に対応する消火実習を主体とした訓線を実施した。

(国土交通省評価委員会評価結果)
訓練の重点化 4点
理由 :標準コースの受講希望者が予定を上回つたが、
施した。

(政策評価・独立行政法人評価委員会)指摘なし。

他の訓練を変更せず、1回追加して実

類似事業については、公団 (海洋環境管理公回)が要麗.
英国、米国、ノルウェー等多くの国で、国から独立した機関が実施。

国
他の

韓
そ

Э独立行政法人等奎埋含埋1じ耐回 (半灰19年 :Ztt Z4目 日醸ス正リ
以下の3点の枠組みを維持した上で、独立行政法人の業務としては廃上し、法令に基づき特定の業
務を行うものとして国により指定された公益法人の業務として実施する方向で検討し、次期中期目標
期間中に、必要な措置を講ずる。
①緊急時における海上保安庁長官の指示等に基づく確実な排出油等の防除措置の実施
②上記①に要した費用のうち、事故船舶所有者等から徴収できない分についての国費による
補てん
∩ 賄

“

基 金 ヘ ハ ロ の 圏 二

ニニ 島 証露 靖 鳳 滉 1こ轟
^昨
年の事彙仕分けにおけるHn3項及びta

ll■
`|‐
 |■ 対応0■  ■ ■ ‐
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事業番号A-8-(41

1彗事,肇ホ本■‐_
IE当法人間組色名|

担当府省 1局 1課童名

1協紺躊 海洋汚染防止法第42条の25第5号
目係する通
知
`計
目等

実施方法

■直接実施

□業務委託等 (委託先等 :             )

□補助金 〔直接・間接〕 (補助先 :         実施主体 :

□貸付 (貸付先 :         )□ その他 (

)

)

事
業
′
”
産
概
要

‐ 目 的
(何のために)

て脚 雛 讐肝 辱券講 響]7デモピモ野:普VF魅露2急賞:邁富忌|三諄菫雰榛鯉|三塁写
ることを目的とする。

対 象 |

(誰/何を対象に)
毎上防災関係者

1理轄| 中期目標等で調査研究の目標を定めて実施。

実施体鋼 本部 総務部調査研究室 2名

平成21年度予算額

財
目
一

国
費
等

（
Ａ
）

運営費交付金 0 百万円

事業費 277 百万円

施設整備費補助金 0 百万円

OO補助金 0 百万円

OO委託費 百万円

コ
ス
ト

人件費 百万円
その他 (     ) 0 百万円

自己収入 (受託収入等) 百万円

総 1計 300 百万円

その他 (基金利息収入等) 14 百万円

計 (B) 百万円

国費等依存率 (A/B) %

年  度 総 額 備考 (契約の実績等)

H19(決算額) 縫躍
H20(決算額 ) 露 量常」讐L約 。Ool)島塁研究一部委籠、研究成果冊子製本等

H21(予算 ) 300 露 量雰」讐L約 0∞ゆ 畠よ研1-椰姜託、研究成果冊子製本等

H22(予算) 298

受話経費 37百万円、人件費 23百万円、次期への繰越金 238百万円

【活動指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

調査研究実施件数 件数
4

手纂犠行率
%
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事業番号A-8‐ (41

施策1事業シ■卜.(轟姜饉■■)

独立行取法人名 海上災害防止センター 事業名 調査研究業務

担当法人内組織名 総務部調査研究室 事業開始年度 平成15年度

埠零争■■1墨事争 海上保安庁 環境防災課 作成責任者 環境防災課長 河村俊信

1灘 ?‐
:[言[:[[i[曹::i[:]::[:[::

中

'1語

「だ露盤濃翼IF 民間シンクタンク等

1,毒も電あ尋
'ボ

:「

塞琴暑:曇

91昌贅定欝忌彎理翼寧:季盛習賃彎覗尾あ翼馨

"賃

ぢ習」と関する事項

埓  [li]i言権|:書::5重]1を富[事:ナ
防災措置を行うための資機材の開発などF

②
騒曇霧莫傍晟藁雪受託研究を除く。)を広く一般へ普及・啓発する。

1響曹目堀

2雷言鷲定認l写真翼写な季二習賃彎覗足あ翼霧

"霊

X調」と関する目標を達成するためにとる
べき措置

Ъttil[言
]言喜[蓋壼:置蒲I][言雷塞器葵馨:雪テ

な資機材を開発するとともに、海

②成
量塞募発ぁ蔑黄 (受託研究を除く。)をホームページ上で公開し、成果の普及

・啓発を図

る。

摯響 afi-a^-tl't#saffiL. 6laffi

2.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる
べき措置

や
[言::言lli[:i[I:::lttIF営墨[,I:臭

記事雪F告沐」薔出蔑李翼菅晉
②成
詈2享モぁ冨霙研究の成果 (受託研究を除く。)
き、成果の普及・啓発を図る。

|‐翻 |
【成果指標名】/ 年度実績・評価 単位 H19年度 H20年度 H21年度

日本財団ホームページ上でのセンター灰果物

アクセス数の順位
位 65位/5706中 64位/5725中

(自己評価/平成20年度業務実績報告書による報告)

([[[l]li[:][||:ξ
:]l:百 奏[言:IF賢

空9警
示警百「
哲な壇ち′二あ

l査

(綴 舗 駐 錦 線 評価委員会)指摘なし。
| |
諸外目t薇撻11111 専」マ雰醤嗜F目念冒曇釜モ婚機関が極日

他の
韓
そ

lliヤ|

量懲:[:言を7重言:暑与LE」I[芸曇曽i言量量讐慇:笙耗事管芳嵩を嚢禽[言夏言常嘉省森
期
目塁重なЁttti曇脅啓言:卜暮累掘霜事暑警墓ふ管憲叢増讐想ま雰腔崎槙モ8雷雲による
補てん
③防災基金への国の関与
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(行革担当部局用 )

事業番号 A-8-(1)

論点等説明シート (行革担当部局用)

独立行政法人名 海上災害防止センタ
ニ

事 業 名 防災措置業務

論点等

以下のような防除措置業務の担い手としてのセンターの法人形態のあり方、また、

国の関与のあり方についてどのように考えるか。

① 海上災害防止センターは、海上保安庁長官の指示又は事故船舶等からの委託により船

舶等から流出した重油等の防除措置を実施。

(イ )海 上保安庁長官の指示による場合 (1号業務)
・ 緊急に防除を行う必要がある場合に、海上保安庁長官の指示に基づき実施t措

置に要した費用は原因者から徴収。

日 要した費用のうち原因者から徴収できない分は国費により補填。

(口 )事 故船舶の所有者等の委託による場合 (2号業務)
・ 事故を起こした船舶の所有者等からの委託に基づき実施。

② 防除措置業務の実施体制
・ センターからの作業指示に基づき、センターが契約している全国の港湾作業者 161

社が実施。(排出油防除措置に当たる油回収船等については、レンタルにより調達。)

・ 初動費用に充てるため、防災基金 (※)を積み立てている(11.39億円)。

(※ )セ ンターの資本金 4.86億円 (国 :3.27億 円、民間:1.59億円)及び日本財団か

らの出えん金 6.53億円から成る。
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(行革担当部局用)

事業番号A-8-(2)

論点等説明シート (行革担当部局用)

独立行政法人名 海上災害防止センター

事 業 名
機材業務

訓練業務

調査研究業務

論点等

機材業務、訓練業務及び調査研究業務については、独立行政法人でな くても実施で

きるのではないか。

①機材業務

・オイルフエンスや油処理剤等の資機材を保有し、船舶所有者が必要とする場合に有償契約に

基づき供与。

・事業損益は、平成 18年度 1:6百万円、平成 19年度 31.3百万円、平成 20年度 12.4百万円と

各年度黒字。

②ヨ1練業務

・タンカー等の船舶の幹部職員に対し消防実習を実施。(法令により受講が義務付け。)

・模擬機関室等の機械器具を用いた講習が可能であること等の登録要件に適合した者であれば

消防実習を実施可能。(現在は、センターのみが登録されている。)

・事業損益は、平成 18年度 2.2百万円、平成 19年度 46.7百万円、平成 20年度 45.1百万円と

各年度黒字。

③調査研究業務

・民間事業者からの受託、日本財団からの助成により、防災業務に関する調査研究業務を実施。

口事業損益は、平成 18年度 17.1百万円、平成 19年度 33.3百万円、平成 20年度 23.8百万円

と各年度黒字。
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―キンググループ

(事業番号)A-8

(項 目名)防災措置業務等

(法 人名)海上災害防止センター

(1)防災措置業務

(2)機材業務

(3)訓練業務

(4)調査研究業務

評価者のコメント

●独立行政法人整理合理化計画に沿つた形で公益法人の業務として実施する
ことを検討。利

益剰余金の国庫への吸上げの可否、方法の検討

●民間ですでに主導して行われている事業、利益も出している。3.27億円の出資額相当も、

国に戻してもらう。                、

●役員数を見直し、民間法人化すべき。

●積立金・剰余金を返納すべき(余りにも利益と積立金が多い(40億円近くある))。

●契約料の増大で民間の負担になつているのではないか。4名 中3名の天下りも多すぎる。

●海上保安庁長官の指示で行う防災措置業務を残せる形で、公益法人や民営化を検討す
べ

き。その後、基金の規模が適正か検討し、必要額を国に戻す。

●独立行政法人としては廃止して、公益法人
への転換を。民間負担金等の適切な見直し。剰

余金の取扱いは、国と協議。

●公権力行使的な部分について法的手当てをした後に、公益法人を含む民間組織
に組織替

えすべきと考える。

●公益法人への移行を軸に考えつつ、政府が法整備 (会計などのル
ール取決め)を早急に進
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めるべき。

●独立行政法人から公益法人に移す(長 官の指示で動いた費用の求償の問題解決が前

提 )。 すでに民間との関わりが非常に強いことから独立行政法人という形態の継続は問題が

あるだろう。

●特に防災措置業務の中で公権力の行使に当たる部分があるとすれば、その点を整理した上

で、独立行政法人以外の適切な組織形態の在り方について検討されたいb

●担う法人については更なる検討が必要と考える。組織的部分については、わかりにくい。

WGの評価結果

(1)防災措置業務

(2)機材業務

(3)訓練業務

(4)調査研究業務

実施主体は公益法人などの民間主体

(事業規模は現状維持 )

<対象事業>
・ 事業の実施は民間の判断に任せる 2名

・ 他の法人で実施 7名  ・

(事業規模 縮減 4名、現状維持 3名 )

・ 当該法人が実施 2名

(事業規模 現状維持 2名 )

<見直しを行う場合の内容>
・ 不要資産の国庫返納 1名

とりまとめコメント
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他の法人で実施するとしたもののコメントの中には、民営化若しくは公益法人の

形で行つた方がよいのではないかとする意見、あるいは、公益法人とする場合に

も、指定法人のような形であれば、利益がどんどん出るような形は見直していく
ベ

きではないかという意見があつた。

 ヽ 事業についての仕分けであるので、独立行政法人をどうするかということではな
いが、その際組織をそのまま改変するかどうかは別として、事業については公益法

.

人のような形で行つていただくことが適切と考える。

仮に独法を解散した場合には、その資産の一部について、ルールを決めて、国

庫に返納すべきとした意見もあつた。

事業規模に関する評決については割れているが、事業規模は現状維持とする

ものがやや多かつた。

したがって、実施主体は公益法人などの民間主体で行つていただき、事業規模

は現状維持としたい。
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